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消費生活センターの認知度（男女別）
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消費生活相談窓口（センター含む）の利用度（男女別）図２

○認知度及び利用度ともに、全体的に女性の方が割合が高い。
○特に、５０代女性の認知度が最も高く９２．６％、利用度も２３．５％となっている。
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消費生活センターの認知度と消費生活相談（センター含む。）の利用度の比較図３

○年齢層別に消費生活センターの認知度と消費生活相談窓口（センター含む）の利用度を比較したところ、
認知度が高い年齢層については、比例して、利用度も高くなっており、認知度と利用度にはおおむね相関関係が
認められる。

○７０歳以上の認知度は、「７０．３％」、利用度は、「６．１％」と、いずれも他の年齢層に比べると低いことから、
高齢者に対しては、よりきめ細やかな啓発や、直接出向くことなどによる相談の掘り起しが必要と考えられる。
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